［様式］
参加表明書
	業務名
	保育士・保育所支援事業委託業務　


　標記業務のプロポーザルに参加したいので、関係資料を提出します。
令和　　年　　月　　日　
　北海道知事　鈴木　直道　様
                     （提出者）住　　　所
            　                 会　社　名
                               代表者名                                  
                               電話番号
                               ＦＡＸ番号　
※　押印を省略する場合は、本件責任者及び担当者の氏名・連絡先（電話番号）を記載してください。　　　　　　　　　　　　　　　
	
	氏　名
	連絡先（電話番号）

	本件責任者
	
	

	担当者
	
	


【関係資料】

参加表明事業者の概要（（１）から（６）は当該プロポーザル参加の資格要件に基づく
	業　務　名
	保育士・保育所支援事業委託業務

	（１）道内に本部（本社）、支部（支社）又は事業所等（本事業を実施するために設置する場合を含む）を有する企業、特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に基づく特定非営利活動法人その他法人又は法人以外の団体であって、委託事業を的確に遂行するに足りる能力を有するもの。ただし、宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団、又は暴力団員の統制の下にある団体は除く。

	
	会社（事業所）名
	

	
	所在地
	

	
	電話番号

（FAX番号）
	
	メール
アドレス
	

	
	北海道内の
営業拠点等所在地
	

	
	電話番号

（FAX番号）
	
	メール
アドレス
	

	
	業務内容

	

	
	創業等年月
	　　　　年　　月

	
	従業員数
	総数　　　　　名（常勤　　　　　名、非常勤　　　　名）

	（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定による一般競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び復権を得ない者の該当
	・該当しない

・該当する

	（３）地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定による、競争入札への参加の排除
	・該当しない

・該当する

	（４）北海道が行う指名競争入札に関する指名の停止　
	・されていない
・されている

	（５）暴力団関係事業者等、また、暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外
	・該当しない

・該当する

	（６）次に掲げる税を滞納している者でないこと。

	
	ア　本部（本社）、支部（支社）及び事業所が所在する都道府県の事業税の滞納
	・なし　　・あり

	
	イ　消費税及び地方消費税の滞納
	・なし　　・あり

	（７）社会保険等の届け出義務の不履行
	・なし　　・あり

	（８）過去に児童福祉事業に従事する者を対象とした研修事業を実施した実績

	
	業務名
	業務概要
	受託年度
	相手方

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※コンソーシアムの場合は、コンソーシアム構成員ごとに作成すること。

【添付資料】
（１）会社法（平成17年法律第86号）に規定される会社については、商業登記簿謄本の写し

（２）（１）以外の法人については、法人登記簿謄本の写し

（３）誓約書

（４）道内に事務所を有する者は道税事務所等が発行する道税（道が賦課徴収するものに限る。）に関する納税証明書（発行後３か月以内のもの、写し可）

（５）道内に事業所を有しない者（道に納税義務のない者）は、本店が所在する都府県の法人事業税に滞納がないことの証明書（発行後３か月以内のもの、写し可）

（６）税務署が発行する消費税及び地方消費税に関する納税証明書（発行後３ヶ月以内のもの、写し可）

（７）社会保険等の提出書類

　　　ア　健康保険及び厚生年金保険を支払ったことがわかる書類（例：口座振替結果のお知らせ、保険料の納入に係る領収済通知書等）

　　　イ　雇用保険を支払ったことがわかる書類（例：保険料納入告知額・領収済額通知書等）

（８）コンソーシアムの場合は、コンソーシアム協定書の写し
（９）本部（本社）、支部（支社）又は事業所等が北海道に所在していることがわかる資料（登記事項証明書等、写し可）

